
【経済・産業政策】 

 

１．ＤＸやＧＸの進展により起こり得る、産業・経済・社会の変化に対応する取り組み 

  デジタル技術導入による産業の構造転換、またグリーン技術による新たな雇用への移行が、 

経済の停滞や失業を伴うことなくスムーズに行われるための取り組み。 

 

 重点１ 〈継続〉 

〔神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市、神奈川労働局〕 

経済や産業の構造変革に対応するため、社会基盤やあらゆる産業において、ＡＩ・Ｉ

ｏＴなどのさらなる活用をはじめ、ＤＸの実現に向けた環境整備を積極的に支援すると

ともに、特に中小企業における業務基盤を支える資金については、融資・助成等様々な

方法での支援を積極的に行うこと。 

 

 重点２ 〈補強〉 

〔神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市〕 

ＤＸやＧＸなどの進展により起こり得る、産業・経済・社会の様々な変化について、

具体的な対応策を検討するための政労使が参画する枠組みを早急に構築すること。また、

企業における人的投資、設備投資、研究開発に対する支援を速やかに実施すること。特

に、雇用形態や企業規模にかかわらず、変化に対応した働く者の学び直しや企業主体の

職業能力開発に対する支援を強化すること。 

 

〔神奈川労働局〕 

ＤＸやＧＸなどの進展により起こり得る、産業・経済・社会への様々な変化について、

企業における人的投資、設備投資、研究開発に対する支援を速やかに実施すること。特

に、雇用形態や企業規模にかかわらず、変化に対応した働く者の学び直しや企業主体の

職業能力開発に対する支援を強化すること。 

 

 

 一般  

〇 中小企業におけるＤＸ推進施策を強化すること。また、デジタル技術の活用スキルやＩ

Ｔリテラシーの向上に向け、人材育成のための支援を充実すること。 

〇 インバウンド需要を成長力とするため、交通網・インフラ整備等を含む観光産業推進の

ための支援を強化すること。 

〇 中小企業の国際競争力強化や自立的成長を促すため、新興国等からの海外市場へのアク

セスを可能とする情報・ノウハウ提供・人材獲得・資金調達支援なども含めた総合的・

横断的な支援体制を構築すること。 

〇 企業における人的投資、設備投資、研究開発に対する支援を実施すること。 

 



〇 雇用形態や企業規模にかかわらず、変化に対応した働く者の学び直しや企業主体の職業

能力開発に対する支援を強化すること。 

〇 新たな地域産業ビジネスの開発として、県内の農林水産畜産業の有する資源を活用した

第６次産業化（第１次・第２次・第３次産業のベストミックス）への支援を行うこと。 

〇 県内企業のＢＣＰ策定率は緩やかに上昇しているものの、中小企業を中心に未だ低水準

にとどまっている。公共調達においてＢＣＰ策定を求めるなど、中小企業のＢＣＰ策定

の動機づけ、啓発の実施および中小企業の経営安定に向けた支援策を講じること。 

 

 

２．公正な取引の実施および労務費の適正な価格転嫁への対応を求める取り組み 

社会の発展に向け、実質賃金の上昇を伴うインフレを可能とする労働分配率の向上と、サプラ

イチェーン全体や重層下請け構造における高次下請け事業者に対する適正な利益分配を促すた

めの、価格転嫁に対する市場心理の転換と公正な取引を求める取り組み。 

 

 重点３ 〈補強〉 

〔神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市〕＜地域連合統一要求項目＞ 

2023 年 11 月に公表された「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を

活用した適正な取引に向け、実効性の高い啓発や積極的な指導を行うこと。とりわけ、

自治体が行う公共事業、公共調達などにおいても労務費の価格転嫁がはかれるよう率先

垂範して時勢に応じた設計労務単価の引き上げや工期・納期の設定を行うこと。加えて、

サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正な分配をめざす「パートナーシップ

構築宣言」を行う企業が増えるよう、啓発・助言を行うこと。 

また、特別高圧契約法人の電気料金負担等、企業・事業者の努力のみでは価格の転嫁

が難しい負担についての軽減対策を引き続き講じること。 

 

〔神奈川労働局〕 

2023 年 11 月に公表された「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を

活用した適正な取引に向け、実効性の高い啓発や積極的な指導を行うこと。また、サプ

ライチェーン全体で生み出した付加価値の適正な分配をめざす「パートナーシップ構築

宣言」を行う企業が増えるよう、啓発・助言を行うこと。 

 

 

 一般  

〇 各種要因で増加したコストを適正に価格等へ転嫁できるよう、価格転嫁を阻害する行為

の是正措置等の着実な実施および、取引における優越的地位の濫用に係る実態の調査・

把握を行うとともに、転嫁を受け入れない企業に対する実効ある排除措置を講じること。 

〇 連合が優先して批准を求めるＩＬＯ条約、とりわけ「中核的労働基準 10 条約」で未批

准となっている第 111 号条約（差別待遇（雇用・職業））の早期批准に向けた機運醸成の

ため、神奈川県においても政府の「ビジネスと人権に関する行動計画」を踏まえ、サプ



ライチェーンにおける人権状況の確認や、ディーセント・ワークの確保に向けた取り組

みが進められるよう、積極的な啓発、指導・助言を行うこと。 

〇 世界情勢を背景としたエネルギー価格の高騰による電気・ガス料金等の上昇によって

影響を受ける企業などを支援する施策を実施すること。 

 

 

３．男女の賃金格差解消に向けた課題の解消を求める取り組み 

神奈川県内における男女の賃金は女性が男性の 70％と言われる。賃金格差を生じる要因は、勤

続年数・到達職位等様々に考えられるが、不合理な要因をできる限りなくし、すべての人がその

能力において希望する働き方と働き続けることを選択することが可能な社会の実現に向けた取

り組み。 

 

 重点４ 〈継続〉 

〔神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市、神奈川労働局〕 

女性活躍推進法の改正に伴い公表が義務付けられた男女の賃金格差等について、公表

される情報を把握し、雇用の全ステージにおける直接・間接差別の要因となる社会制度・

慣行の見直しを推進すること。さらに、すべての人がその能力において希望する働き方

と働き続けることを選択することが可能となる社会の実現に向けた施策を展開すること。 

 

 

 一般  

〇 労働環境が男性中心型となっている慣行を見直し、男女ともに育児・介護をはじめとし

た家庭生活に積極的にかかわることおよび自己実現に向けた人生選択ができるよう、長

時間労働の抑制や勤務間インターバルなど、働き方について啓発活動を行い、ワーク・

ライフ・バランスを推進していくこと。 

〇 生活の変化に応じた多様な働き方の選択を可能にするとともに、適正な処遇・労働条件

の確保と、女性の能力発揮の促進をはかれるよう環境を整備すること。 

 


